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午後６時３６分 開会 

○飯田課長 大変長らくお待たせいたしました。ただいまより平成20年度第５回東京都周産期

医療協議会を開催いたします。 

 委員の先生方にはお忙しい中、また診療後のお疲れの中ご出席賜りまして、本当にありがと

うございます。 

 私は１月から周産期担当をさせていただいております事業推進担当課長の飯田でございます。

どうぞよろしくお願いいたします。議事に入るまで、進行をつとめさせていただきます。 

 本日のご出席いただいている委員の先生方ですけれども、資料１をごらんいただきたいと思

いますが、資料１にございます周産期医療協議会の委員の先生方に加えまして、産科部会・新

生児部会の部会長、それから、要綱第６に基づきまして、必要が認められるとき委員以外の意

見を聞くことができるとされておりますので、救急医療の先生方、総合周産期母子医療センタ

ーの産科の代表の先生方、都立病院の先生方にもご出席賜っております。本来ですと、１人ず

つご紹介するところでございますけれども、この資料をもちましてご紹介を割愛させていただ

きます。 

 なお、東京消防庁の野口救急部長におかれましては、所用によりご欠席との連絡を賜ってお

ります。 

 次に資料の確認をいたします。申しわけございませんが、座って説明させていただきます 

 ただいまの資料１に続きまして、資料２、これは搬送事案を受けた後の当周産期医療協議会

を中心とし、東京都医師会と庁内、国の動きなどが書かれております。 

 資料３でございますが、作業部会・専門部会の委員の先生方の名簿でございます。 

 資料４でございますが、作業部会で検討されてきました東京都母体救命搬送システム（案）

というものでございまして、これは13ページございます。 

 13ページめくっていただきますと、資料５でございます。母体救命対応の第一照会先につい

てというのが２枚ございます。 

 資料６でございますが、搬送コーディネーター専門部会の検討状況と、次に流れ図が書いて

おります。 

 資料７でございます。これはプレス発表したものでございますけれども、町田市民病院が地

域周産期母子医療センターに認定されたということで、３枚めくっていただきたいと思います。 

 資料８でございます。これは連携病院の創設についてということで、資料８が２枚ございま

す。 
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 次に資料９でございます。これは猪瀬副知事をトップとする周産期医療体制整備ＰＴから本

協議会への提案事項がございました。その報告書が次のページからございます。報告書は９ペ

ージございます。 

 次に資料10でございます。現在都議会では審議中の予算でございますけれども、平成21年度

予算の主要事項、救急災害医療関係のものがこちらのほうに書かれております。 

 資料は以上で、次に参考資料１でございますけれども、こちらにつきましては、第４回の東

京都周産期医療協議会の議事録が書かれております。 

 なお、東京都周産期医療協議会設置要綱第８に基づきまして、本日の会議及び会議に関する

資料、会議録は公開となっております。 

 また、終了時間はおおむね８時半を予定しております。 

 では、議事に移りたいと思います。テレビ撮影はここまでとさせていただきますので、申し

わけございませんが、カメラの方はご退出いただきますようお願いいたします。 

 では、この後の進行のマイクを岡井会長にお渡しいたします。岡井先生、どうぞよろしくお

願いいたします。 

○岡井会長 それでは、早速議事に入りたいと思います。 

 資料の一番最初の表紙にございますように、本日は議題が５つあります。順番に進めていき

たいと思いますが、（１）東京都母体救命搬送システムについて、これに時間を多く使いたい

と思いますので、よろしくお願いいたします。 

 この母体救命搬送システムに関しましては、概要について前回のこの協議会でご協議いただ

きまして、こういう形で行こうと大体のことを決めていただきました。そのときに、実際に搬

送する手順であるとか、運用に当たっての約束事等は作業部会で検討しようということになっ

ておりました。そのための作業部会を３回もちまして、さらに連絡係の先生方にお集まりいた

だいたり、それから、私と杉本先生、山本先生で救急医療の先生方と会合を持ったり、また、

救急隊の皆様の会合に参加させていただいたりいたしまして、ただいま申し上げました運用手

順等につきまして、案ができあがりました。本日はそれについてご協議いただきたいと思って

おります。 

 それでは、その案の中身について、事務局のほうから資料に基づいて説明をしていただきた

いと思います。 

 よろしくお願いします。 

○事務局 それでは資料のご説明、座ったまま失礼いたします。 
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 資料２から、妊婦搬送事案を受けて以降、それから、特に12月17日に協議会を開いて以降の

対応状況について簡単にまとめてございますので、ご説明したいと思います。 

 まず、２件の妊婦搬送事案を受けた後に、緊急に協議会を開かせていただきまして、その後

立て続けに３回開かせていただきました。その間にまず、緊急的には区東部当番ということで

墨東のバックアップをしていただくですとか、それから、３回の議論を通じまして、主に母体

救命に対応する議題と、それから、全都的にコーディネーターをやっていこうというような、

そういった２つの議題に絞りまして、それぞれ部会をつくって、具体的なことを検討していこ

うというのが12月17日前回の協議会でございました。 

 その後、資料３にあるようなメンバーで部会を立ち上げまして、それぞれ３回、これまでの

間開いております。３回開きまして、母体救命対応の総合周産期センターにつきましては、お

おむね実施前に固めるべきことは大体固まったかということで、一たん終了という形になって

おります。 

 それから、全都的な搬送コーディネーターにつきましては、だんだん業務概要については固

まってきているんですが、まだ引き続き検討すべき事項が残っているということで、また引き

続きやっていきたいというふうに考えております。 

 また、それらの検討を受けまして、内容について、特に母体救命の受け入れ先として、３施

設以外にもできるだけ近い場所でやっていただくのが望ましいということで、産科部会を２月

13日に開かせていただきまして、各周産期センターの産科の先生方に趣旨をご説明してご了解

を得ているところでございます。 

 それから、その後３月に、産科部会にもご参加いただいたんですが、多摩地域で周産期セン

ターと、それから、周産期センター以外の先生も入れて、産科の先生に集まっていただきまし

て、多摩地域の検討会をやりまして、特に多摩地域につきましては、今回設けるスーパー総合

周産期センターから遠方ということもございますので、多摩地域でまたしっかりと搬送につい

てやっていきましょうということでご了解をいただく会を開いております。 

 そして、３月11日今回、そういったものをすべてまとめまして、ご報告したいというふうに

考えております。 

 きょうご報告いたしまして、ご了承いただけた部分につきましては、近いうちに、３月14日

を予定しておりますけれども、産科施設の先生方に対して、検討状況をご説明するとともに、

ちょっと協議会の前に新生児部会が開けなかったので、きょうのご意見も踏まえまして、来週

に新生児部会を開かせて、新生児搬送についてももうちょっとご意見をいただきたいというふ
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うに考えております。 

 周産期医療協議会の動きについては以上でございます。 

 それから、それとあわせまして、東京の緊急対策ということで、緊急対策については協議会

のご意見と並行して進めてまいりました。大きく分けて、周産期母子医療センターへの強化、

補助金等による強化と、あと新規事業といたしまして、周産期連携病院の指定ということを始

めてございます。 

 周産期連携病院につきましては、後ほどまたご説明いたしますが、二次救急に相当する産科

の部分、産科・新生児のある程度を見ていただける、周産期の二次救急ということで事業を始

めさせていただきまして、今月の１日に、とりあえず６病院でスタートさせていただいている

ところでございます。これにつきましては、また後ほどご説明をさせていただきます。 

 そのほかに取り組みといたしまして、知事から東京都の医師会長へ周産期医療体制に協力い

ただきたいということで要請させていただきまして、その後地域の医師による周産期センター

への応援体制等につきまして、何度か医師会のほうで協議をしていただいているところでござ

います。 

 それから、庁内に猪瀬副知事をトップとする周産期医療体制整備ＰＴというのを立ち上げま

して、また周産期医療協議会とは別の観点から制度の検証を行っているところでございます。

これにつきましては、２月９日に開いた会議の後、２月10日に主に搬送に係る提案を協議会に

対してしておりまして、それを受けて、第３回の専門部会のコーディネートの業務でそういっ

たものを受けとめて、ご検討をいただいているところでございます。 

 それから、国の動きといたしましては、やはり岡井先生が座長をされております懇談会も何

回か開かれておりまして、３月４日に報告書が出されたというふうに聞いております。 

 非常に雑駁ではございますが、これまでの東京都、それから、関係機関等の対応状況につい

ては以上でございます。 

 続きまして、きょうの大きなテーマであります、東京都母体救命搬送システム、これまで母

体救命対応総合周産期センターの作業部会で検討してまいりました検討内容について取りまと

めたものが資料４というふうにつけてございますので、こちらについてご説明したいと思いま

す。資料４をごらんください。 

 まず、１ページ目には経緯と概要を記載してございます。ちょっと長いのですが、読み上げ

させていただきますが、概要につきましては、東京都の周産期医療体制は、産科と小児科との

連携のもと、母体・胎児と新生児双方に最善の医療を提供することを目指して整備が進められ、
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妊産婦や新生児の救命に大きく寄与してきた。 

 しかし、近年の低出生体重児の増加等によるＮＩＣＵ病床の不足や、産科・小児科の医師不

足等により、周産期医療は極めて厳しい状況にある。 

 そうした中で、重症の産科領域の疾患のほか、急性期疾患の合併症などにより、緊急に救命

処置を要する妊産褥婦が発生した場合、現行の周産期医療システムでは、産科、ＮＩＣＵに加

え、救命救急部門及び関連診療科の受け入れが可能な施設を探すこととなり、搬送先選定に時

間を要する事案も発生しているということで、今回の２つの事案の背景として述べております。 

 そのため、現行の母体・胎児救急を主体とした周産期医療システムは維持しつつも、緊急に

母体救命処置が必要な妊産褥婦について、救命医療と周産期医療が連携して、迅速に受け入れ

先を確保する仕組みを「東京都母体救命搬送システム」として今回新たに加えたいと考えてお

ります。 

 具体的な内容といたしましては、搬送元施設、または一般通報の場合は患者が発生した所在

地の近くの救急医療機関等でそういった患者さんを受け入れられない場合に、いろいろと病院

を探し回るのではなくて、３カ所の「母体救命対応総合周産期母子医療センター（スーパー総

合周産期センター）」が必ず受け入れるということをルールにいたしまして、搬送先選定時間

を極力短縮することで迅速に母体の救命処置を行う体制を確保するということを考えておりま

す。 

 この３カ所というのは、前回の協議会で、昭和大学さん、日赤医療センターさん、それから

日大板橋さんということで具体的にお名前を既に挙げていただいております。 

 それから、各スーパー総合周産期センターにおきましては、総合周産期母子医療センターと

救命救急センターが緊密に連携いたしまして、対象となる患者さんを必ず受け入れて診断・処

置を行うこととする。 

 それから、本システムの対象疾患や重症度に該当しない通常の周産期救急症例、具体的に言

うと、例えば切迫早産ですとか、前期破水といった、いわゆる周産期の救急症例につきまして

は、従来の周産期医療システムにより対応しまして、引き続き搬送ブロックごとの総合周産期

母子医療センターが搬送の受け入れや調整を担当する。つまり、スーパーというのは緊急の母

体救命の処置を伴う症例の最後のとりでとして設けるものです。 

 それから、通常の周産期症例、切迫早産のようなそういった症例につきましては、引き続き

各ブロックの総合周産期センターさんが、いわば最後のとりでとしてご努力いただきたいとい

うような、そういう趣旨で記載してございます。 
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 ２ページ目に行きまして、母体救命事例への対応に関する名称・略称ということで載せてあ

ります。 

 まず、システム自体は東京都母体救命搬送システムということで、略称はスーパー母体搬送

というふうに載せてあります。 

 それから、最終受け入れを担っていただく３つの医療機関ですけれども、こちらは母体救命

対応総合周産期母子医療センター、略称はスーパー総合周産期センター。 

 それから、そういった対象となる患者さんの症例につきましては、母体救命搬送システム対

象症例、略称としてスーパー母体救命というふうに略称を設けおります。 

 この略称を設けている意義ということなんですけれども、非常に緊急性を要して、通常の周

産期搬送とは別の手順で搬送しなければいけない、緊急に本当に運ばなければいけないという

ようなことを明確にするために、カタカナのようなものを置きまして、送り手側、それから受

け手側、それから消防機関がそういったものを共有するために略称を設けてはどうかというよ

うな意見を反映して、こういったものを設けてございます。 

 続きまして、３ページ目ですけれども、このシステムの対象となる症例です。こちらの緊急

を要する症例、どういったものかということでご検討いただきまして、１、２、３、４に掲げ

るような疾患をお持ちで、さらに緊急に母体救命処置が必要なものということを全体として掲

げております。 

 １つ目は妊産褥婦の救急疾患合併ということで、今回の２つの事案にありましたような脳血

管障害ですとか、心疾患というような、そういった産科以外の救急の合併を持っていらっしゃ

るような妊婦さん。 

 それから、２番目といたしましては産科の救急疾患での重症のもの、こちらにつきましては、

本来総合周産期センターの役割ではございますけれども、非常に緊急に救命を要するものにつ

きましては対象としようということで掲げてございます。 

 それから、３つ目につきましては、診断未確定だけれども、非常に重篤な症状があるものと

いうことで、各診療所等々で検査とかそういった体制がないなどで、確定はできないんだけれ

ども、大変緊急を要するような症状を呈しているというような、そういったものについて挙げ

ております。 

 それから、その他、それに準ずるもので、救命処置が必要と思われるものについて対象とす

るということになっております。 

 こちらの重症度、緊急に母体救命処置が必要なものという重症度につきましては、何らかの



 7 

基準を設ける必要があるのではないかということで、今消防庁さんが、救急隊のほうで使って

いる疾病観察カードというのがございまして、これを参考として13ページにつけているんです

が、これは現場の救急隊が活動のときに使っているもので、例えば赤枠であれば、救命救急セ

ンターレベルだとか、そういったものを共通の標準化したものとしてお持ちですので、当面こ

れを参考にして重症度を判断してはどうかということで、今回ご意見をいただいております。 

 それから、上記の疾患について、対象の期間について、22週以降に限定するかどうかという

ことも議論に大変なったんですけれども、こういった緊急に母体救命処置が必要だということ

であれば、妊娠初期から産褥入院期間中、おおむね１、２週間だろうと思いますけれども、そ

ういったものまでも対象にしようということで決めてございます。 

 こちらの対象疾患につきましては、トリアージをどこでだれがどのようにするのかというこ

とが大変部会で議論になってございました。 

 まず、119番の一般通報につきましては、救急隊が現場で従来どおりに、こういったカード

等を参考に重症度を判定して、救命のレベルであれば、上げるというようなことでよろしいか

と思うんですが、転院搬送の場合、一次医療機関、二次医療機関の先生方が判断する場合にど

うなのかというような議論もございましたけれども、この部会での結論といたしましては、一

義的に搬送元の機関の先生方のトリアージに従おうということになっております。 

 それから、そういったものが本当にスーパーに当たるものだったのかどうかということは、

事後検証体制によって適正化を進めていこうと。とりあえずはトリアージしていただいたもの

にはすべて受けていこうということでご意見をいただいているところでございます。 

 それから、４ページ目につきましては、今回３施設ということでスタートしたいというふう

に考えておりますけれども、３施設をどう役割分担するのかということが記載してございます。

３施設地域割にするのか、当番制にするのかということで検討いたしましたけれども、スーパ

ー総合周産期センター３病院は基本的に日がわりで順番をつけておく。１番順位、２番順位、

３番順位ということで、あらかじめ決めておきます。 

 ただ、その際に症例が重なるというようなこともあり得るだろうということで、１番病院が

もう既にそういった重篤な患者さんを受け入れて、次の受け入れがとてもできないというよう

な状態も想定して、そういった場合は３施設が緊密に連絡をとることで、受け入れ先をきちん

と決めておこうということになっております。 

 また、そういった情報につきましては、消防庁の指令室さんとやはりリアルタイムで共有い

たしまして、情報を一元化しておくということ、それから、東京消防庁以外の消防本部、島し
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ょ以外では、東久留米と稲城市さんが別の消防本部でやっていらっしゃいますので、そういっ

た場所で事案が発生した場合は消防庁さんに当番施設を確認するような手順をお願いしてござ

います。 

 それから、スーパー総合周産期センターにおいて搬送要請の連絡を受ける部署は、原則とし

て救命救急センター、消防庁さんから連絡をいただいて、救命救急センターで受けるというこ

とを想定しております。 

 それから、施設間の患者情報の伝達に当たっては、通常の周産期搬送ではなくて、スーパー

母体救命でありますということを明確に伝えていただきまして、患者の搬送をスタートした後

で詳しい提供書を書いている暇がなければ、スタートした後で専用の依頼書を使用して情報伝

達を行ってはどうかということで、これも案として12ページに依頼書の案がついていますけれ

ども、これはちょっとまだ詳細に検討ができていない部分もございますが、こういったイメー

ジでやってはどうかということで検討してまいりました。 

 それから、５ページ目以降が具体的な搬送の手順について記載してございます。 

 まず、５ページ、６ページが一般通報の場合について、説明書きと、それから、流れ図とい

うことで記載してございます。図を見ながらご確認いただければと存じますけれども、まず

119番の場合、傷病者が救急要請をいたしまして、各消防本部からの指令で救急隊が出動いた

します。救急隊が現場に行きまして、その患者を観察して、スーパー母体救命、つまり妊産褥

婦で非常に重症な症状だということを判断いたしました場合には、通常の救命の選定と同様で

指令室、東京消防庁さんの場合を例に挙げていますけれども、指令室に選定を依頼することに

なっております。 

 東京消防庁の指令室におきましては、まず、直近の医療機関に照会をかけます。救命センタ

ー等に受け入れを打診します。受け入れが可能な場合は近くの医療機関に運びますけれども、

受け入れ先が、照会先がだめな場合は余り選定に時間を要することなく、その当番のスーパー

総合周産期センターに連絡をしていただきまして、搬送をするということになっております。 

 その指令室からスーパー母体救命ですというふうに連絡を受けましたスーパー総合周産期セ

ンターさんについては、必ず患者さんを受け入れるということをルール化しております。 

 ただし、スーパー総合周産期センターが区部の縦に固まった位置にございますので、非常に

遠距離の搬送になることも想定いたしまして、必ずもう、決まったらそこに運ばなければなら

ないということではなくて、並行して付近や搬送途上で受け入れ可能な施設が見つかった場合

には、そちらに搬送することもあり得るということを念のため付記してございます。 



 9 

 続きまして、７ページ、８ページが転院搬送、施設間搬送の場合の搬送事例となってござい

ます。こちらも８ページの図を見ながら聞いていただければよろしいかと思うのですが、まず、

搬送元の産科の医師が母体救命搬送システム対象症例表、先ほどの症例表と、それから、疾病

観察カード等に基づきまして、大変重篤な症状の妊産褥婦であるということでスーパー母体救

命だというふうに判断した場合は、こういった手続になりますということになります。 

 それから、そういったものに該当しない、スーパー母体救命に該当しない母体搬送について

は、先ほど申しましたように、従前の周産期搬送システムで搬送先を探すということになりま

す。 

 そうした場合、まず近いところで受け入れが決まれば一番ベストだということで、直近の救

急医療機関に第一照会先として連絡をいたします。そこで受け入れが決まれば、近いところに

搬送するということです。 

 ただ、お１人ですとか、２人ですとかということで、少ない人数で探している場合、幾つも

探してしまうと、そこで時間がとられてしまうというのが今回の教訓でございますので、１カ

所かけて、そこがだめであれば、多少遠くてもスーパーに速やかに運んだほうがいいというこ

とで、その場合は119番通報により、スーパーの案件が発生しましたというご連絡を消防庁の

指令室のほうにしていただきます。 

 連絡を受けました消防庁の指令室は、スーパー母体救命事例ですということを当番のスーパ

ー総合周産期センターに連絡をいたしまして、連絡を受けた施設は必ず救命センターと総合周

産期センターが連携をとって受け入れるということになっております。 

 また、これは通常の搬送についても言えることなんですが、特に重篤な患者さんですので、

可能な限り、できるだけ搬送元の医師には同乗いただきたいということもあわせてお願いして

まいりたいと思います。 

 なお、こちらの下の注意書きでございますけれども、119番通報で消防庁さんにお願いをす

るのは、スーパー母体救命の場合のみですということを申し上げております。つまり、通常の

転院搬送の場合は、搬送先が決まって、救急車を出してくれという要請を消防庁にするのです

が、その場合はテレホンサービスということで、それほど急ぎではない番号というのが設けて

ありますので、こちらの番号のほうに救急車の要請をしていただきたいということで、転院搬

送の場合、何でもかんでも119番をされると混んでしまって大変ということですので、それは

十分周知してくださいというふうに消防庁さんから伺っております。 

 それから、転院搬送の場合につきましても、遠方のスーパー総合周産期センターに搬送する
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場合には、やはり照会回数の短さ等を加えまして、搬送時間の短さというのも非常に大事です

ので、搬送元の医師と救急隊指令室等で相談の上、並行して近所で受け入れ先が見つかれば、

そちらに搬送にすることもあり得ますということを注意書きとして延べさせていただいており

ます。 

 以上が要請手順でございます。 

 それから、９ページ目につきましては、こういった運用にかかわるその他の事項ということ

で、幾つか部会で出た議論について記載してございます。 

 まず、一次・二次産科医療機関に、こういった新しいシステムであるというようなことの概

念と、それから、トリアージが必要ということで対象症例、それから、搬送手順が消防庁さん

を介してということになりますので、そういった搬送手順につきまして、十分に周知・理解を

深めてもらう必要があるので、周知徹底に努めることということです。 

 それから、２番目はスーパー母体救命ということで、非常に急ぎの案件だということを明瞭

に指定していただく必要があるということが２番目になります。 

 それから、３番目といたしまして、オーバートリアージは許容はしなければいけないという

ことで、スーパー母体救命と指定された依頼に対しては、当番の周産期センターは必ず受け入

れるということで、その重症度等を電話のトリアージで議論を行わずに速やかに受けると。た

だし、事後に検証して適正化を図っていくべきだということで、３番目に記載してあります。 

 それから、この４番目は繰り返しになりますけれども、ファクス等で患者さんの状態をお知

らせするということ、それから、医師の同乗をお願いするということ、それから、他県の患者

さんつきましては、原則として絶対受けなければいけないというようなルールの中には含めな

いということです。従来どおり、ご依頼があれば受け入れ可能であれば受け入れるということ

でやっていきたいというふうに考えております。 

 それから、10ページ目ですが、まだ今後検討が必要な事項について記載してございます。 

 まず１番目、新生児転送の体制整備ということで、どうしても母体の救命を優先しなければ

いけないということで、生まれた赤ちゃんをやむを得ずよその病院に搬送するようなことも、

この場合は生じ得るということで、そういった場合に転送体制をきちんとご協力を求めていき

ましょうということを言っていまして、新生児部会を来週開く予定ですので、そういった場で

お願いしていきたいというふうに考えております。 

 それから、ＮＩＣＵのオーバーベッドの問題というのも議論になりまして、スーパー母体救

命を受け入れたために、ＮＩＣＵがむりして受けたのでオーバーベッドになってしまったとき
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に、やはり特定の基本料の基準を満たさない、３対１の看護基準等を満たさないということで、

そういったものの対応が必要ではないかというような提起をいただきまして、課題としてまだ

残っているところでございます。 

 それから、診療結果に対する責任の問題ということで、非常に重症度の高い患者さんを扱う

ので、そういったことに対して医師が不安のないようにということで、東京都のシステムとし

て、それにのっとってやっているんですよということでバックアップを図るですとか、あるい

は、訴訟等のリスクに対する支援が検討が必要だというようなご意見が出されております。 

 それから、都民への周知・患者説明に関する支援ということで、まず、この実施に当たって

都民の正しい理解が不可欠、繰り返しになりますけれども、都民の正しい理解を求めていくべ

きだということ、それから、特にスーパー母体搬送では、結果的に患者さんを遠くに運ばなけ

ればならないですとか、お母さんと赤ちゃんが別々の病院に入院することになってしまったり

ですとか、それから、スーパーができたから、スーパーに運んでといっても、やっぱり近くの

ほうがいいから、近くに運んでしまったというようなことで、トラブルのないように患者さん

に説明する必要があるということで、そういったものに対してパンフレットなり、患者説明用

の何か資料をつくるなどして支援をすべきというようなご意見をいただいております。 

 それから、システムの有益性と実効性の検討ということで、今回緊急にこういったものをや

っていこうということで、非常に短期間に議論を詰めてまいりましたけれども、やはり事業開

始後、どういった患者数があって、どういった内容でということを検証していかなければなら

ないというふうに考えておりますので、事業開始後１年後をめどに本システムの有益性と実効

性を検討する必要があるというようなこと、また、データ収集もしていかなければならないと

いうようなことをご意見としていただいております。 

 それから、11ページ目なんですけれども、これは先ほどもご説明いたしましたけれども、非

常にこのシステムについて、短期間で十分な周知を図らなければいけないということで、どう

いったことに留意しなければいけないかということをまとめたのが11になってございます。こ

ういったものをベースに都民への周知も考えていきたいというふうに考えております。 

 まず、１点目として、この母体救命搬送システムについては、緊急に母体救命処置の必要な

妊婦の受け入れ先を迅速に確保することを目的としたシステムですということです。つまり、

このシステムは非常に緊急の母体救命処置を必要とする妊婦が近くで受け入れ先が決まらない

場合にいろいろと病院の受け入れ先を探すのではなくて、その時間をできるだけ短縮して、早

く診療を受けられるために設けたシステムですということ、それから、結果的にそのため搬送



 12 

距離が遠くになってしまうということもあり得ますということ、それから、先ほども言ったよ

うに、その途中で違う近いところのほうが望ましいということで、途中で近いところに運ぶと

いうようなこともありますので、スーパーに行かなかったから助からなかったというようなこ

とがないようにしてほしいというようなことを周知していきたいと思います。 

 特にスーパーという名前をつけることで、何か診療内容までスーパーなんじゃないかという

ような、そういった誤解を招くのではないかというご懸念がかなりございまして、そうではな

くて、診療は特にほかのところと同等だけれども、何でも受けてくれるところだということを

十分にご理解いただく必要があるというふうにご意見いただきました。 

 それから、先ほど言ったように、受け入れた後に新生児を別の病院に搬送することもセカン

ドベストとしてあり得ますというようなこともきちんとご説明するべきだというふうに聞いて

います。 

 それから、スーパー総合周産期センター、先にこういった名前が社会的に出たときに、母体

搬送を何でも受けてくれるところができたんだというような、そういった誤解のないように十

分周知してほしいということをご意見としていただいております。 

 つまり、緊急に母体救命処置、脳卒中ですとか出血性ショックなどで、緊急に母体救命処置

を必要とする妊産褥婦ですということが、対象として限定があるということです。 

 また、それ以外の通常の周産期の症例につきましては、従前のシステムにより探すというこ

と、それから、こういったものを特にご説明しなければならないというのは、母体搬送のほと

んど七、八割は従来の周産期の搬送例ということで、早産とか前期破水とか、そういったもの

が従来の周産期搬送ということで、今回これを設けたことによって、ＮＩＣＵを探すために搬

送先の選定が困難だということが、それでこのシステムで解決するわけではないということを

しっかり言っていかなければならないというふうに考えております。そうではなくて、搬送先

探しに重篤な患者さんが巻き込まれて搬送がおくれるようなことは決してあってはならないと

いうことがこの考えの基本になっております。 

 なので、従来のＮＩＣＵを探して選定困難になるような事例に関しては、都ではＮＩＣＵを

ふやしていくですとか、あるいは、もう一方の部会でご検討していただいております、コーデ

ィネーターによって速やかに搬送先を探すような、そういった取り組みをあわせてやることが

大変必要だと、そういったことも周知していきたいというふうに考えております 

 非常にちょっと冗長になりましたけれども、システムについてのご説明は以上でございます。

第一照会先は後でもう一度。 
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○岡井会長 ありがとうございました。 

 感想としては、やっとここまで来ましたと、いうところです。 

 本日は今ご説明いただいた、この母体救命搬送システムについて、スタート前に検討してお

かなければいけないことで重要なことが、抜けていればご指摘いただきたいと思いますし、確

認事項、また、不明なところがあれば、ご質問いただいたりして、最終的にきょうのこの会で

ご了承いただき、そして、この周産期医療協議会から都に対してこの決定をお伝えするという、

そういう手順になるかと思います。時間を少しかける予定にしておりますので、ご質問やご意

見がございましたら、お願いいたします。何かございますか。 

 幾つかポイントがあると思うんです。最初にこういうシステムをつくっていこうといったと

きに、一つあった懸念は、そういう施設に軽症の患者さんまでみんな送られてきて、大変にな

っちゃうんじゃないかというのがございました。それは当然のご心配だったと思いますが、そ

れに対しては、今事務局のほうからも説明していただいたように、これは緊急に処置を行わな

ければ母体の命にかかわると、そういう重症な症例に限るシステムですよ、ということを徹底

して、送っていただく先生方にもお伝えするし、また、救急隊の方にもご理解いただいて、ご

協力いただくと、そういうことでいきたいと思っておりますが、この点はよろしいですね。 

 それから、次に、最初から指定された３病院にというのではなくて、やはり近いところとい

うのが優先であると。この点もこのシステムの中にきちんと明記させていただきました。近く

の指定病院というか、指定をするわけではないんですが、こういうところが候補になりますよ

ということで、後でまたお話が出ると思いますが、近くで受け入れ可能な施設があれば、受け

ていただきます。近くの施設で受けられないときに、今まで問題になった事例でありましたよ

うに、いろいろなところに照会して当たると、受け入れ先を探すのに時間がかかる。それが、

このシステムを考えた最初の発端であります。周産期の母体救命でありますと、施設がいろい

ろな機能を全部そろえていなければいけないということでなかなか見つからない。何軒も当た

るうちに時間がかかるという訳です。それをなくすために次のステップでは総合スーパーのほ

うに来ていただくという、そういうシステムになっているわけです。 

 搬送距離の長い場合があります。例えば多摩のほうでそういう症例があったとして、スーパ

ーまで運ぶとなりますと時間がかかりますので、その搬送途上、搬送の道程の近くに受けられ

る施設があれば、途中で方針を変更して近くに寄るということも当然あり得ることです。その

ほうが実際には患者さんのためには早い処置ができるという、そういう考えで、この点に関し

ましても、消防庁のほうからご協力をしていただくというか、むしろ消防庁のほうからご提案
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いただいて、そうしていただければありがたいということをこちらから申し上げたというよう

なこともございます。 

 あと、最初の受け入れが、周産期センターなのか、救命救急なのかという議論もありました

が、今回は救命救急センターのほうで最初に受けていただいて、それから連絡をいただくこと

にしました。これは受け入れるスーパー総合の施設内の問題ですが、そういう手順を決めまし

た。あとは、こういうシステムができても、医師同士の話になりますと、どうしても病態の説

明とか、そういうことをやってしまうんですね。「これこれこういうことで今大変なんだ」と

か、そうすると、言われたほうはまた今度聞き返すんですね。「じゃあこういう検査はした

か」とか、それをやり始めると時間がかかってしまいますので、スーパー母体救命にあたるか

どうかを、決めるのは搬送元のドクターに責任を持っていただくことになっています。そのた

めの基準というのもつくりましたので、それに沿って決めていただく。そのトリアージは搬送

を受ける段階では議論しないと。それを信用して「スーパー母体救命です」と一言言ってもら

えれば、「はい、来てください」となるようにしたいということでございます。 

 しかし、あとで検証はします。軽い症例をいつもそういう形で搬送してもらっては、そうい

うことが続くと困りますので、そういう事例が多い施設にはそれなりのことを警告するなりし

ていきたいと思いますが、スタートする段階ではこの基準に従って、搬送元でトリアージして

いただくことになっています。 

 救急隊のほうは、一般救急で、こういうのが重症、重篤ということを判定する疾病観察カー

ド等を利用して、それが相当うまく機能しているという事実もございますので、それに妊産褥

婦であるということだけ加えていただければ、やっていただけるということでございます。 

 そんなことですが、何かご質問等ございますか。 

 ちょっとさっきややこしいことを言っていたのは、東京消防庁じゃない担当のところが東京

都に２カ所あるんですね。久留米市と稲城市で、そちらに関しては消防庁じゃなくて、そちら

の消防署からの連絡になりますので、それだけちょっと違いますが、特に変わることはありま

せん。システムそのものはちゃんとご説明して、ご理解していただいて、同じように対応して

もらえると考えています。 

 お願いします。 

○宇賀部会長 東邦大学の宇賀ですけれども、６ページの要請①のときに、直近の救急医療機

関というところに要請①があるんですが、ここで母体救命対応可能な周産期センターと救命セ

ンターなどと書かれているんですけれども、周産期センターは赤ん坊も対応できるというのは
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わかるんですが、その他の救命センターでどの程度赤ん坊が対応できるのか、ちょっと確認し

ていただきたいなというふうに思ったんですけれども。 

○岡井会長 ここのところは、議論のあったところなんですが、少なくとも救命救急センター

は産科は持っているんですね。総合病院で小児科も持ってはいるんです。ただし、ＮＩＣＵ、

特に極・超未熟児とかになりますと、どの程度対応できるかというのは一つ一つのところは全

部検証はしていないんですが、新生児に関しても一次対応はしてもらえるだろう。それで、母

体への対応として、どちらも大事ですけれども、この症例では母体が大事ということで救命救

急センターの近いところを挙げさせていただいています。新生児に対しても、一次対応は何と

かできると考えています。それから、二次的に新生児だけ搬送することはあり得るという、そ

ういう形にさせてもらったんですけれども。 

 お願いします。 

○杉本部会長 今のご質問で少し補足をさせていただきますと、対象が妊産褥婦、産褥の時期

は入院している１週間程度ということの説明が先ほどありましたけれども、妊娠前期の時期の

出血性ショック、あるいは、お産が終わった後の出血性ショックというのもこの対象症例にな

りますので、そうした場合にはＮＩＣＵということは全く関連しないという領域になりますの

で、そういう総合的な判断で、直近のところで対応する、そういうことの可能性も含めてのシ

ステムだということをご理解いただきたいと思います。 

○岡井会長 産褥の場合は、妊娠何週から何週までこっちとか、そこまで細かいところは決め

ませんけれども、救急隊のほうである程度、当然常識的に判断できることで、お腹に赤ちゃん

がいなければ、救命だけでいいわけですから、救命センターへ運ぶということでも構わないわ

けです。その辺は現実に今までも相当上手にやっておられるという実績もございますので、そ

れに載せてもらうということでいきたいと思っていますが。 

 ほかに何かご質問等ございますか。お願いします。 

○杉浦委員 杏林大学の小児科の杉浦と申しますが、もうこの仕組み自体はやらなければいけ

ないことだと思いますので、新生児側もぜひ協力させていただきたいと思います。 

 ただ、本部会の検討を通じて恐らくすべての問題点は既に拾い上げられたと理解しています

が、実際にはまだ不明ですが、やはり収容した新生児を後で搬送しなければいけない事態がか

なり多く起こる可能性があります。 

 それで、新生児の搬送、“後で搬送”と簡単に表現されることが多いですが、実際にはかな

り大変な作業であり、例えば１人の新生児を搬送するのに、場合によっては２人の医師が半日
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完全に拘束されてしまう状況となります。しかも器材から全部準備してやるとなると、現場の

人間にとっては相当の負担となり、むしろオーバーベッドで診療したほうが結果的に得るとこ

ろが多く搬送が成立しない、そのような判断をすることすら起こるという、そのくらい負担が

かかるものだということを確認しておきたいと思います。 

 もし可能でしたら、大阪府立母子保健総合医療センターなどで行われているような、専門の

新生児ドクターカーを用意して、さらに搬送要員となる当直医を個別に確保するという、その

ような体制を例えば区部と多摩地区で構築する、そのような体制の検討まで踏み込んでいただ

ければ、大変うれしく思います。 

 細かいことは多分新生児部会のほうで検討されると思いますが、先ほど事務局のほうからも

協力の要請という文言がありましたけれども、協力の要請だけじゃなくて、ぜひそういう仕組

みの構築もお願いできればと思います。 

○岡井会長 ありがとうございました。それは対応していくようにしたいと思います。今度新

生児部会でお話しいただきたいのですが、このシステムのスタートは、そこのところが完全に

体制を整えてからという訳にはいかないと思います。そこはそこでしっかり体制もとっていか

なくちゃいけないのですが、最初はドクターカーがなくても、協力はしていただきたいとお願

いするしかないんですけれども。 

 実際に症例がどれくらいの数になるのかというのは、やってみないとわからないところがあ

ります。それで大事なのは、いつでも受けられる体制をとっておくことで、オンコールを指定

するとか、当直医をふやすとか、それぞれの施設のやり方があるんですが、その体制を維持す

ることが病院に対しても、そこに働く勤務医に対しても負担にはなります。実際の症例の数と

しては、そんなにはないだろうかというふうに考えてはいますが、もちろん１例でも先生方は

大変だと思いますので、対応はしっかり考えていきますけれども。 

 ほかに何かございますか。 

 お願いします。 

○松田教授 女子医大の松田ですけれども、４ページの３番目ですけれども、スーパー総合周

産期センターにおいて搬送要請連絡を受ける部署は、原則として救命救急センターというのは、

これはわかりますけれども、例えば直近の救急医療機関とか、あるいは、搬送途上の医療機関

というところも、消防本部の指令室は、そこの救命救急センターのほうに連絡がいくという一

本化はされるんでしょうか。 

○岡井会長 これまでも消防庁からの連絡は救命センターですよね。 
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○伊藤委員 救命救急センターの場合には救命センターホットラインでやっております。 

○岡井会長 直近の施設に対しては、原則これまでどおりなんですよ。今までどうやっていた

かで決まります。そこまでは変えない。できるだけこれまでやってきたやり方を変更するので

はなくて、その上で、困った症例に対して受け入れる施設ができたということですから、今ま

で消防庁の人が、どこか自宅で倒れた妊婦さんがいて、それを運ぶときにどういう手順でやっ

ていたか、そのままやってもらうことになります。 

○松田教授 だから、この６ページとか要請の①ですよね、各消防本部指令室の要請①という

のは、直近の救急医療機関でこれが周産期センターであれば、その周産期センターのほうに直

に行くということもあるし、その救命救急センターに行く場合もあるという理解。 

○岡井会長 そうですね。そこは今までと同じです。 

○松田教授 これを一本化する必要はないんでしょうか、このスーパー事例に対する。だから、

こういうふうに名前を統一したわけですよね。スーパー母体救急という事例にするわけでしょ

う。だから、それを全部一本化して、救命救急センターに連絡するとするのは難しいんでしょ

うか。 

○岡井会長 わかりますか、これまでのやり方はどうだったかというのが。消防庁のほうで。

例えば妊婦さん、自宅から119番にかかってきて、消防隊が出動したと。妊婦さんで意識がな

くて、倒れている、ご主人がいて、これは妊娠何週だという場合に、近くの施設へ運ぶときに、

これまでどこに連絡していたか、今やっている何かデータとかありますか。 

○伊藤委員 これまでのやり方は、救急隊から警防本部のほうに病院の選定の依頼があります。

それで、警防本部のほうでは各ブロックの総合周産期センター、それは当然産科のほう、そち

らのほうに受け入れ、それから、受け入れられない場合には調整をお願いすると、そういった

形でやっておりました。 

○松田教授 だから具体的に、女子医大のほうに連絡があるとしますね、要請①として。そう

したら、女子医大の母子センターのほうに連絡が来て、結果とれないとしたときに、仮に日赤

センターが当番日だったら、今度は日赤センターのほうの救命救急センターのほうに連絡する

ということなんですね。 

○岡井会長 そうです。 

○小林院長 ６ページの直近の救急医療機関と８ページの直近の救急医療機関、８ページの方

は第一照会先と書いてありますが、６ページの救急医療機関は第一照会先でなくても良いとい

うことなんですか。 
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○岡井会長 この辺は、一般通報の場合は消防庁のほうがこれまでの蓄積がありまして、この

地域ではこの病院がよく受けてくれるとか、こういうことには対応できるとかいうことを、相

当しっかり把握しているんですよ。 

 ですから、そこは私たちも指定するとか、ということを最初考えたのですが、今までどおり

やっていただいて問題ないだろうということで、これまでのやり方に対して変更をするという

作業は全く行っていないんです。 

○小林院長 でも、これは母体救命ですよね。ですから、先日福祉保健局から調査があって、

母体救命の受け入れ病院は、母体救命の受け入れ窓口の電話番号を出しています。ですから、

それを消防庁が持っていれば、きちんとそこに連絡がいくことになると思いますが。 

○岡井会長 お願いします。 

○伊藤委員 会長、すみません。先ほどの話、ちょっと中等症以下と混ぜて話してしまいまし

た。この母体救命、重症以上、救命の話ですので、今までも重症以上と判断した場合には、や

はり救命救急センターに連絡をするということでやっております。 

○岡井会長 じゃあ今までも救命救急センター。さっきちょっと誤解されたのは、一般の周産

期事例、それは総合周産期なり地域周産期だけれども、母体救命で重症ということであれば救

命救急センターということに、今お答えを修正していただきました。 

○松田教授 そういうことですね。だから、スーパーに限らず、この対象症例はすべて救命救

急センターのほうに連絡をされるということですね。 

○岡井会長 そうですね。直近の施設に対してもということですね。 

○吉井委員 ですから、ここの６ページで消防庁がかんでいるところのケースはそういうこと

でいいと思います。ただ、８ページ、これは２つケースがあるわけで、こっちのほうは、いわ

ゆる搬送元と言っている産科の施設でもって、そういう事例であるというふうに判断するとい

ったときに、ドクターがここの要請①というふうに書いてある直近の救急医療機関というふう

に言う場合は、消防庁がやった要請とはちょっと違ってくるだろうと。それは今までのルート

になる。 

○松田教授 ８ページにしましても、要請②のときに搬送途上のというところがありますね。

搬送途上の医療機関に連絡するというのがあるじゃないですか。そうすると、この場合も受け

入れ先は救命救急センターですねと、連絡先はそうですねと確認して、今そういうふうに言わ

れたので、対象はこのスーパー母体だったらするという理解でよろしいですね。 

 そうしますと、例えば女子医大の救命救急センターにも、こういったことがありますという
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ことを学内のほうで徹底してもらうから、今何回も確認しているんです。 

○岡井会長 消防庁からは救命救急センターでいいですね、重症以上ですから。連絡入れるの

はね。スーパー総合だけじゃなくて、すべての医療機関に、消防庁から連絡がいくときは、救

命救急センター。それで、先ほど吉井部長が言われたのは、１次、２次の産科施設からいつも

お願いしている女子医大にお願いするときは、これは周産期センターに連絡することもあると

いうことです。スーパー事例であっても。 

 お願いします。 

○有賀副院長 僕の記憶がそれほど薄れていないとすると、この今の表で、直近の救命救急セ

ンターに東京消防庁が連絡をするというときにも、一応スーパーだから、例えば岡井先生のと

ころの施設をとりあえずツバをつけて、そこにも行けるという状況にしておいて、近くにやっ

ぱり行こうかねということもあるということ。 

○岡井会長 あると思います。臨機応変にやってもらって、１、２は順序的に逆になってもい

いんです。 

○有賀副院長 だから、消防庁側からすると、とにかく多少遠いけれども、スーパー救命の施

設はとりあえず確保したと。だけれども、やっぱり近くのほうがいいだろうという話になった

ときに、先生が今おっしゃったようなことが起こる。というようなことだったような気がしま

す。 

○岡井会長 お願いします。 

○杉本部会長 今のことに、松田先生のご質問に関連して、確認をすれば、東京消防庁のほう

から病院に連絡が入る、その病院の受け入れの窓口はみんな救急部になります。ですから、後

で出てきますけれども、第一照会先の対応をしていただく病院においては、やはり救急部と周

産期の連携がこれまで以上に連絡網をよくしておいていただかないと、この第一照会先の使命

が果たせなくなりますので、このシステムの受け入れ側の課題としては、周産期と救急が、各

施設が連携をよくするということが前提になりますので、これは非常に重要なポイントだと思

いますので、よろしくお願いします。 

○岡井会長 それで、さっきのはよろしかったっけ。小林先生からのご質問の…… 

○小林院長 もう一度確認させてもらいますけれども、先日第一照会先として、いわゆる母体

搬送依頼、新生児搬送以来、それと母体救命搬送依頼と３つの受け入れ対応部署の電話番号を

先を記載して出せという依頼が、福祉保健局から来て出したんですけれども、そのときの母体

救命の部署を、当院は救命で出していますからいいんですが、もし救命でなくて、周産期の方
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で出している施設があったような場合に、あの調査用紙は、産科施設の先生方に説明するだけ

で、消防庁のほうとは一切関係ないということですか。 

○事務局 ちょっと資料５の説明を。 

○岡井会長 説明をしてください。 

○事務局 じゃあ資料５のほうを説明させていただきます。 

 第一照会先ということで、資料５をつけておりますけれども、議論の過程で転院搬送の場合

に、産科の施設が一番近いところで適切な施設を探すときに、ある程度受け入れ対応可能なと

ころをリストアップしておいたほうがわかりやすいんじゃないかということでつくったのが資

料５でございます。 

 こちらの趣旨といたしましては、スーパーに何でも受けていただくんですけれども、まず、

救命の観点からはやはり直近の施設で対応することが患者さんにとってはベストであるという

ことは大前提だということで、照会時間の短縮化、それから、搬送時間の短縮化の最適を図る

ために、まず、１回は近くを当たろうと。それが、転院搬送についても、それでいこうという

ことでつくっております。 

 そのために、施設間の転院搬送に関して、救命対応が可能な周産期センターですとか、あと

多摩地域においては、杏林大学さんと武蔵野日赤さんしか該当がないですので、周産期センタ

ー以外でも産科、それから新生児の診療の体力が比較的あって、それから救命救急センターも

お持ちという、そういった病院さんにお声かけをしまして、近隣の施設から、このシステムの

対象となるような緊急の妊婦さんの搬送についての対応をお願いしているところでございます。 

 それをリストアップしたのがこちらです。考え方として、区部の周産期センター、それから、

ネットワーク参画医療機関等のうちで母体救命対応可能な施設、それから、多摩につきまして

は、それ以外でも救命センターを持って対応ができそうな施設につきまして、挙げさせていた

だいております。 

 その第一照会先医療機関でお願いしていますのは、まず、そういったスーパー母体救命だよ

という依頼があったときに、「それ何ですか」と言わずに、「スーパーなんだな」と思ってい

ただきたいということがまず一つです。 

 それから、それを受けた場合に、どこで受けるかというのは、一律にこちらでは決められな

いと思いましたので、どこで受けてもいいんですが、周産期部門、救急部門、それから、院内

各課の連携によって、受け入れをしてくださいとお願いをしております。 

 もし受け入れできなかった場合は、次々探さずに、システムに乗っていただくということを
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考えております。 

 それから、先ほど小林院長がおっしゃられた調査なんですが、まず、各医療機関、今回窓口

調査をいたしまして、ふだんは産科・新生児で入り口を設けていただいているんですが、スー

パー母体救命事案があったときに、どこに連絡をしたらいいのかというようなことについて、

もう一度院内で確認をとってお知らせください。で、そのお知らせした結果については、一次、

二次の先生にお知らせしますというような調査を今回させていただきました。 

 その趣旨といたしましては、通常の連携でいけば産科の先生同士ということになるんですが、

そういったケースであれば、こっちにかけてくれたほうがいいよというようなことも、今回の

ケースで幾つかの施設からお声をいただいていますので、それであれば、ここにかけてくださ

いということがもう決まっているのであれば、積極的にその周知を図りたいという趣旨で調査

をかけさせていただいたものであります。 

 一番下にありますように、これは産科施設等からの転院搬送が手際よくいくための配慮でご

ざいまして、消防機関で、例えば指令室における医療機関選定を拘束するものではございませ

んので、それは従来どおり救急のシステムに乗って、探していただいてよろしいかというふう

に考えております。 

 また、今回スーパーというルールを周知するために、この医療機関にはお願いをしておりま

すけれども、日ごろの連携でここ以外の病院さんでも、救命センターを持って、産科も持って

いらっしゃる病院さんもありますので、こういった医療機関に、ふだんお願いしているところ

にお願いしてはいけないという趣旨でもございませんので、それも十分周知をしていきたいと

思います。 

 お願いしたのが２月13日の産科部会、周産期の先生方が集まっていただいた産科部会、それ

から、３月２日の多摩の検討会ということでお願いをしておりまして、各施設からは可能な限

り対応したいというような、非常に力強いご回答はいただいておりますけれども、各施設非常

に厳しい状況にございますので、それでだめな場合はスーパーが受けますという、「安心して

ください、受けます」というようなことを申し上げております。 

 このシステムは３つのスーパー総合だけが頑張ってやりますということではなくて、各施設

ごとの救急部門、周産期部門、杉本先生がおっしゃられたように、それが連携をして地域の周

産期救急を支えていこうということが非常に重要だというふうに考えておりますので、各病院、

その３つの施設に限らず、各病院において、システムをご理解いただいて、日ごろ連携のある

医療機関から依頼があった場合は対応いただいて、だめな場合はスーパーが控えているという
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ようなことでご理解をいただきたいというふうに考えております。 

 リストについては２枚目に掲げておりまして、当面こちらから始めまして、連携の中でうち

もできるよということがあれば追加して、また周知をしていきたいというふうに考えておりま

す。 

 以上でございます。 

○岡井会長 それでよろしいですか、松田先生。 

 消防庁からは基本は救急部です。ただ、医療施設間では周産期で話し合うということも当然

あり得ると、最初の段階では。 

○小林院長 要するに消防庁のほうで、この途中でおろすかもしれないというところは、８ペ

ージのほうに出てくる第一照会先とは限らないということでよろしいわけですね。もっと広い

範囲ということですね。 

○岡井会長 はい、そうです。 

○小林院長 わかりました。 

○岡井会長 お願いいたします。 

○島崎教授 そうしますと、この６ページの要請①の場合は、ここに集まっている以外の救命

センターが、そういうスーパー搬送だという言葉自身含めて、こういう体制でやるということ

はまだわかっていないと思いますので、それは周知徹底していただかないと。 

○岡井会長 そういうところにもしっかり周知徹底してご説明しないといけないと思います。

ありがとうございました。それは大事なことで、やらないといけないことなんですが。予定も

立てて、全部やりましょう。 

 一次、二次というか、産科施設には地域の代表の方に集まっていただいて、14日に説明する

んですね。この直近の救急医療機関に相当する、決めた病院以外はそうじゃないというわけじ

ゃないですが、よくお願いするであろうと思われるところの施設には説明する会を設けるか、

あるいは、こちらから出かけて……大変ですね、全部出かけて説明するのは。説明する会を設

けたほうがいい。 

○事務局 リストについては産科部会でお願いをしています。産科の先生だけなので、救命の

先生。 

○岡井会長 そう、救命のほう。 

○吉井委員 救命センター側に言ってください。 

○事務局 はい。 
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○杉本部会長 いいですか。 

○岡井会長 お願いします。 

○杉本部会長 救命センターといいますか、三次救急のレベルでは、今までかなり妊娠してい

るケースも受け入れていただいて、対応してきていただいているわけです。それは通常やられ

ている場合には表に出ることはないわけで、このシステムでうまくいかなかったケースが非常

に問題視されたわけで、今までどおりに三次救急機関が対応していただければ、それにプラス

アルファの、どうしても選定が一次で決まらないときには、２番目には担保しますというのが、

このスーパー総合周産期センターのシステムですので、今までの三次救急プラス、その周産期

に関してはスーパーが加わったということでやっていただければ、特に三次救急医療機関に何

か新しいことを説明するということは、私は中身としては余り説明は不必要だというふうに思

いますけれども。 

○岡井会長 でも、やっぱりこういうことをやっているということは知っていてもらう方が良

いと思います。今までどおりやってもらえばいいんですけれども、言葉に対する誤解が生じた

りしてもいけないので、説明は必要だろうと思いますけれども。 

○吉井委員 今島崎先生からいただきましたが、杉本先生がおっしゃる意味もそのとおりなん

ですけれども、こういう仕組みをスタートさせるんだということと、それから、搬送途上でも

って連絡をしたりなんかするということもあり得るということでは、ある意味周知をして、先

ほど事務局のほうで説明しましたけれども、みんなで支えていくという意味の教育も含めて、

時間はないんですけれども、センター長の会議か何かを使いながら、ちょっとやらせていただ

きます。 

 島崎先生、よろしくお願いいたします。 

○島崎教授 それ用の会が……東京都だけで救命センターが集まる会議ってないよね…… 

○吉井委員 センター長会。 

○島崎教授 救命センター長会議か。じゃあそこで、はい。 

○岡井会長 じゃあその点よろしくお願いします。 

 ほかに何かございますか。どうぞお願いします。 

○山村委員 東京都の助産師会の山村です。 

 日ごろ大変お世話になっております。このスーパー総合の件だけではないんですけれども、

ちょっとお願いなんですが、助産所からの搬送の場合に、当直医の先生によっては、嘱託医を

経由して搬送してくださいということを言われてしまうことがないとは言えないし、あと最近
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は連携医療機関があるので、そっちにまず依頼して、そっちがだめだった場合はこちらにとい

う言い方をされてしまったりすることがあるのですが、もう本当に緊急の場合は、例えば①の

要請の場合は、嘱託医経由と言わずに、迅速に受け入れいただきたいと思います。 

 要請②は直接消防本部指令室に行っているのでいいと思うんですけれども、その辺、どうぞ

よろしくご理解いただきたいと思います。 

○岡井会長 最初の段階の助産所から直近の医療機関への間に嘱託医師を介さなければいけな

いというところは、またそれはそれで改善する必要があります。こういうスーパー症例じゃな

くて、ほかの、いわゆる胎児・新生児搬送、それほど急がない症例についても、検討はもちろ

んしないといけないかと思いますが、この場合はもたもたするようであれば、消防庁に119番

していただければいいと思います。どこからでも消防庁は受けてくれます。自宅からでも受け

るわけですから、当然助産所からも受けてくれますので。 

○山村委員 わかりました。 

○岡井会長 こういう症例に限ってですよ。軽症じゃなくて、重症な症例ということで。 

 ほかによろしゅうございますか。 

 それでは、ありがとうございました。そういうことで、今幾つかご意見いただきました点、

当然考慮してということでございますが、この資料に基づく、東京都母体救命搬送システムを

この周産期医療協議会から都に要請するというか、提言するということを決定させていただき

たいと思います。 

 ありがとうございました。 

 このシステムには、やってみると、まだまだ問題点が出てくる可能性もありますし、先ほど

の事務局からの説明の中でも、スタートした後でもきちんと議論しておく必要があるという点

がありますので、そこも含めて、進歩・発展させていきたいと思っておりますので、どうぞよ

ろしくお願いします。 

 それでは、議題１はこれで終わらせていただきます。 

 議題の２に移りますが、議題２のほうは搬送コーディネーターの専門部会の検討状況につい

てです。これも将来的には必ず確立していきたいというふうに思っていますが、準備には相当

時間がかかると思います。ここまでのところ、同じように作業部会をつくって検討してきた経

過等について、まず先に事務のほうから資料説明でよろしいですか。それをお願いして、その

後作業部会長の楠田先生のほうから補足説明していただきたいと思います。 

○事務局 部会のほうの説明に入る前に、先ほどちょっと触れました、猪瀬副知事をトップと
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するＰＴのほうから搬送に関する提案をいただいておりますので、それについて先に簡単にご

説明させていただきたいと存じます。 

○室井課長 すみません、資料をおめくりいただきまして、資料の９というのがあるんですが、

こちらでございますが、これをごらんいただきたいと思います。 

 都におきましては、周産期医療体制の強化に向けまして、本協議会に、専門的な見地から具

体的な対策の検討をお願いしているということでございますが、それとは別に、都民、利用者

の視点から検討をして解決策を探っていこうということで、庁内横断的な組織による周産期医

療体制整備ＰＴというものを設置しております。このＰＴの座長は猪瀬副知事でございまして、

その他は私ども福祉保健局のほか、庁内各局の職員により構成されているものでございます。 

 ＰＴでは、これまで都内の総合周産期母子医療センターの視察を行いました。それから、あ

と札幌市の周産期情報オペレーターの取り組みなどを視察してまいりました。これらを踏まえ

まして、先般２月10日に本協議会に対しまして、岡井会長、それから楠田委員に来ていただき

まして、ご提案をさせていただいたところでございます。 

 その内容を簡単にご説明いたしますが、この資料９の写真の下に提言事項が２つ書かれてご

ざいます。１つは診療可否情報の簡素化ということでございます。こちらにつきましては、Ｐ

Ｔが視察をいたしました、札幌市の取り組みを参考に提案をさせていただいたものでございま

す。 

 母体・新生児搬送コーディネーターの設置に当たっては、詳細な項目が列挙されております。

現在の周産期医療情報システム、これはこれで重要なものでございますけれども、この緊急時

においては、これによって調整を行うのではなくて、産科・ＮＩＣＵの受け入れ可否情報を、

例えばマル、バツ、三角と、マルが受け入れ可能、バツが受け入れ不能、三角が患者さんの状

況等によって受け入れができるかもしれないというような、シンプルな情報で把握した上で調

整を行うべきであるということで提言をさせていただいたところでございます。 

 次の２番目の患者情報連絡票の簡素化ということにつきましては、かかりつけ医など、搬送

元医療機関がコーディネーターに調整を依頼する際には、患者情報が正確に伝わるように、文

字で記載をしました連絡票で情報伝達を行うべきであるという提言をさせていただきました。 

 また、その連絡様式につきましては、緊急時にも記載に手間がかからないように、伝達すべ

き項目を厳選したものとすべきであるというご提案をさせていただきました。 

 詳細につきましては、１枚おめくりいただきましたところに、周産期医療体制整備ＰＴ提案

事項（その１）というのがございます。こちらにるる記載をしてございますので、ごらんをい
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ただければと思います。 

 以上です。 

○岡井会長 それでは、このＰＴからの提案事項について、何かご質問とかありますか。よろ

しいですか。いいご提言をいただいていると受けとめておりますが。 

 それでは、コーディネーターのほうの検討事項、これまでの経過等を含めてお願いできます

か。 

○事務局 搬送コーディネーター専門部会の検討状況ということで、資料６について簡単にご

説明いたします。 

 搬送コーディネーター専門部会のほうも、これまで３回開いておりますけれども、まだ具体

的な部分、詳細の詰めが必要ですとか、人員確保の問題もありますので、まだこちらについて

は引き続き検討が必要というふうなことになっております。 

 まだ検討中のところも多いのですが、これまでの検討状況についてまとめたものが資料６で

ございます。まず、コーディネートの対象なんですが、まず、スーパー母体搬送についてどう

するかというのは、最初入り口の議論であったんですが、こちらのほうが先に立ち上がりそう

だということもありますので、当面コーディネーターの活用は考慮せずにスーパー母体のほう

はやっていこうと。ただ、こちらのほう、先ほど何度も繰り返し申し上げたように、従来の周

産期も非常に搬送困難なケースが生じている中で、そういったものの円滑に搬送先を決めるよ

うな取り組みを優先して、検討していこうというふうになっております。 

 ただ、両方の制度が立ち上がった段階で、やり方を見直すとか、どちらかに組み込むという

ようなことを考えていきたいというふうに考えております。 

 それから、搬送調整の流れにつきまして、原則として現在行っている総合周産期母子医療セ

ンターのブロック完結というのは、連携の観点からも基本としていきたいというふうに中での

議論をしております。 

 具体的に申しますと、別紙に流れ図をつけておりますけれども、こちらは転院搬送、施設間

搬送の場合の例でございますが、産科施設から患者を受けてくださいというような依頼、自分

が通常連携しているところで受けてもらえない場合に、ブロック内の総合周産期センターにお

願いをしまして、搬送の選定を一緒にやっていただくというような、そういったことは一応総

合周産期センターの機能としては残していこうということで、ただ、そのブロック内で完結で

きないケースについては、周産期コーディネーターに方々を当たってもらうというような、そ

そういった流れで基本的には考えております。 
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 その流れのところに点線で正確な患者情報ですとか、応需情報の吸い上げをしたほうがいい、

各施設の状況をリアルタイムでコーディネーターさんが把握しているほうがいいとか、そうい

ったことはＰＴの検討を踏まえて書いてある事項でございます。 

 周産期コーディネーターが他ブロックで受け入れ先を探して、受け入れ先が決まれば受けて

いただくと。できない場合は最後のとりでとして、総合周産期センターにやっていただくとい

うことも、神奈川県さんと同様に引き続きやっていただくということを想定しております。 

 ただし、総合周産期センターが引き続き選定をするに当たっては、大変負担も大きいという

ような懸念も、ご意見でございましたので、その辺は柔軟に対応していくべきだというような

ご意見が出ております。 

 それから、コーディネーターの職種についてですが、まず、どういった職種が望ましいのか

ということで、お医者さんがやっていただければ非常にスムーズには決まるかもしれないので

すが、実現性ですとか、それから事業の継続性というようなことを考えた場合に、ある程度周

産期の知識をお持ちの助産師さんですとか、同等の知識を持った方にやっていただくのが適当

ではないかというふうに議論をしております。 

 それから、コーディネーターの設置場所につきましては、まず、そういった機能とかをもう

ちょっと整理しないと最終的には決められないんですが、やはりそういった救急との連携です

とか、情報の一元化というような観点からは、東京消防庁での設置がお願いできないかという

ことで、望ましいというようなことで、まだ引き続き調整中ということになっております。 

 それから、先ほどご説明しましたＰＴの提案への対応ですが、コーディネーターが各施設の

応需情報をリアルタイムに把握いたしまして、あらかじめ運ぶ先をある程度めどをつけておい

てはどうかというようなことがご提案にありましたので、そういったことも東京都、札幌市さ

んとは違って、非常に規模も施設も多いですので、そういった実情に則して何かそういった方

式を取り入れられないかということを今後検討していきたいというふうに考えております。 

 それから、正確な患者情報の伝達とか、それから、連絡票をもうちょっと簡素化してはとい

うようなこともございましたので、今実務マニュアルの整備をしていこうというふうに考えて

おりますので、その中でもうちょっと精査していきたいというふうに考えております。 

 それから、大まかな流れを決めましたので、業務マニュアルの作成にこれから入っていきた

いというふうに考えておりまして、母体搬送、新生児搬送、それぞれ部会委員の協力のもとに

作成を今進めまして、ある程度形ができたらもう一度部会を開いてご検討いただくことにして

おります。 
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 それから、今後の実施スケジュールですけれども、一番手がかかるのが人員確保ということ

で、人員確保、それから、マニュアル作成について、事務局のほうで作業をしつつ、20年度早

期の実施を目指しつながらも、引き続き検討を続けていきたいというふうに考えております。 

 非常に雑駁でございますけれども、事務局からの説明は以上でございます。 

○楠田委員 ありがとうございました。 

 それでは、少しこの後、搬送コーディネートのことに関して、皆様方のご意見をいただきた

いと思います。コーディネーター部会の進捗状況を今説明していただきましたけれども、これ

はどうしても人の確保という、実施するに当たってかなり難しい点もありますので、今のとこ

ろ、いつからというふうに決めてはおりませんけれども、説明のありましたように、来年度の

早い時期にやりたいというふうに考えております。 

 先ほどのスーパーの話もありましたけれども、このコーディネーターも、今ある周産期シス

テムをもちろんそのまま使い、その上に手助けするシステムというふうに考えておりますので、

このスーパーができたから、あるいは、コーディネーターができたから、全く今までの東京都

のシステムを変えて１からやり直すというものではありませんので、今あるシステムの補完と

いうふうに考えていただけたらと思います。 

 こちらを実際にスタートしてみないと、どのぐらいの情報があるかというのが実際には見え

ないので、どういう業務をどういうふうにやるかということに関しては、まだ手探りの状態な

んですけれども、神奈川とか、そういう例を見てみますと、およそ母体で年間1,000件ぐらい

ですか、新生児で500件ぐらいあるんじゃないかなというふうに考えておりますけれども、こ

れも全く試算でありまして、やはりこれもやってみないとわからないという、そういう状況で

すけれども、そういうものに対応できるコーディネーターシステムをつくっていきたいという

ふうに考えております。 

 まだ検討段階が幾つかありますけれども、具体的な細かい点は各委員の先生にマニュアルを

つくっていただくとか、そういうことをやりまして、最終的にもう少し部会のほうでも詰めた

いとは思いますけれども、本日はこの周産期医療協議会としても、こういうコーディネートの

大まかな案をとりあえず委員の方々に知っていただいて、こういうことでやっていくというこ

とに関してご理解をいただければ、大体資料６に書いてあります、この７つの項目に沿って、

最終的なものをつくり上げたいといきます。それを少し図示したのが、このＡ３の資料になり

ますけれども、こういう流れでやるように考えております。 

 このコーディネートの案に関しまして、今見ていただいた資料から何かご意見がありました
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らお伺いし、それでそのご意見をもとに、また我々のほうの部会でも検討したいというふうに

考えておりますけれども。 

 基本は、ともかく今あるものをそのまま残し、その上に、それを補完するものだという考え

方です。 

 どうでしょうか。特に何かご意見ございますか。 

○岡井会長 確認事項ですが、あくまでもブロック内調整は総合周産期センターがやるんだと

いうので、最初はいいんですけれども、将来的にもこれがいいのか、最初はこういう形でスタ

ートしても、コーディネーターの機能が整理されて、十分対応できるようになってきたときに、

もう少し業務をふやして、地域内での調整もコーディネーターということも考えてはいらっし

ゃるんでしょうか。 

○楠田委員 事務局の説明にも臨機応変という言葉がありましたように、これはもちろんこの

まま全く杓子定規というわけではございませんで、ブロック内で調整するといっても、やはり

ほかのことでできない場合もありますので、そういう場合には当然、先ほど言ったように補完

するシステムですので、十分対応できるようにしたいと思いますし、それから、もう少し将来

的にいろいろなものがうまくいけば、先ほどの母体救命の話もありましたけれども、それも含

めて、こういうコーディネートのスタッフが、そういうものに関しても何らかの形で関与でき

るようなものに発展させる、そういう予定にはしておりますけれども、とりあえず、このきょ

う示した案は人を確保してスタートするときには大体こういうイメージでという、そういう考

え方です。 

 どうぞ。 

○杉本部会長 今岡井先生が言われたこととだぶる点があるんですが、総合周産期センターの

医師が選定先を探すのに非常に今まで労力を使ってきて、そのために診療のほうは逆に言えば

マイナスになった点も現実にあるわけです。 

 ですから、そういう総合周産期センターの医師からすれば、そういう業務から解放してほし

いということで、このコーディネーター制度に期待するものが非常に多いので、この図を見ま

すと、余りその期待が、期待どおりにこれが動いてくれるようなシステムに見えないので、も

う少し選定ということの機能を医師から、そうでないレベルでやっていただけるようなシステ

ムでお願いしたいと思います。 

○楠田委員 きょうお見せした図では、かなり実線で強く書いておりますけれども、検討段階

の、もちろん皆さん方のご意見で、そういうものを早く、かわってやるというふうには途中で
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も議論をしておりますので、繰り返しになりますけれども、あくまでこういう案をもってスタ

ートしようということであって、目的は先生のおっしゃったとおり、搬送業務を代行しようと

いう、そういう考え方ですので、これにとらわれた運営をやり続けるというつもりは全くござ

いませんので、ご期待になるべく早く沿えるにしたいと思います。 

 どうぞ。 

○中林委員 岡井先生のご質問なんですけれども、このコーディネーターというのは、今杉本

先生が言われたように、総合センターの医師が困ったときの助ける役ですよね。それではブロ

ック内での対応はどうするかというと、ブロック内完結を主目的にすると、ブロック内の周産

期センターと協力病院のあき状況がある程度お互いにわかっていることが今後は必要なんじゃ

ないかと思うんです。 

 それがわかった上で、今度は東京都全体としてのコーディネーターが消防庁にあっていいと

思うんですけれども、ブロック内の連絡をそれぞれかなりの程度できるようなシステムをつく

っていかないと、ブロック内完結ということが進んでいかないんじゃないかと思うんです。そ

の辺がすべて、今までは総合センターの役目としていたので、大変困っていたということなの

で、その辺は、今後は整理していったらいいんじゃないかと私は思っています。杉本先生のお

っしゃったような内容は、総合センターに依頼が来た場合に、ほかのブロックのどこがあいて

いるかというのを知ることは、東京都の特性として、ワンブロックでなく、６ブロック、７ブ

ロックもあるがゆえに、いいところへ送ろうという考え方なので、その辺はブロック内完結と

は別に考えたほうが、コーディネーターのオーバーワークにならないというふうな気がするん

ですけれども、いかがでしょうか。 

○楠田委員 それも重要なご指摘で、一つは最初のブロックの話にいきますと、やはり今まで

どおりのつき合いというか、もちろん顔の見える関係がありますので、それはもう本当にすぐ

最初からコーディネーターというふうには今後もやる必要は特別ないかなというふうに考えて

おりますので、それはやはり生かしていきたいと。 

 それから、やはりブロック内である程度今まで調節されていた総合周産期の能力も、それは

それでよくわかっていることですので、それも多少やはり、すぐ変えていくというのも問題か

なというふうに考えていますので、そういう考え方でスタートする。それから、中林先生が言

った、ほかのブロックも含めていろいろな情報、正確な情報ですよね、それがあればいろいろ

な意味で役立つわけですけれども、これはＰＴからの提言もありましたように、それなりにや

はり、中央である程度情報を吸い上げるような形にして、それをある程度使って実際に搬送先
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を見つけるような形にしたいというふうには考えておるんですけれども。中林先生も言われま

したように、これは札幌市では比較的というか、かなりうまくいっているシステムなんですけ

れども、やはり人口、出生数というのが余りにも違いますので、本当にどこまでそういう正確

な情報を吸い上げることができるかというのも、ちょっと我々読めないところで、ちょっと最

初に言った、どれぐらい情報があるかというのも、まだ確定しない話なんですね。そういうこ

とも含めて、これは多少人件費の問題もあると思うんですけれども、365日24時間だと、東京

都としてはお１人ですよね。当面そういう予算になると思うんです。 

 そうすると、その方がどこまできるかということになれば、やはり消防庁の中にこういうコ

ーディネーターの方がいらっしゃれば、消防庁の中にはいろいろほかの専門家の方、それから、

救急隊に指導を与えられる救急医の先生もいらっしゃいますので、いろいろな意味でそこでも

コラボみたいなものができるかなというふうに考えておりますので、ちょっとその辺のことは

少しずつ立ち上げながらというところだと思います。 

○中林委員 立ち上げながら経過を見ていくということでよろしいと思います。今回の成果と

しては、総合センターだけでなしに、協力病院が地域に幾つか、手挙げ方式で二次病院が出て

きたことです。つまり、今まで二次病院の弱体化によって総合センターが過重な労働をしてき

たのが、今回「総合センターに協力してくださいませんか」と言ったら、幾つかの二次病院が

協力を申し出てきたのです。病院が地区において、一次施設がいきなり三次施設でなしに、二

次施設に依頼するようになれば、その地区の完結型がよりスムーズにいくのではないかと考え

られるものですから、その地区内での一次と二次と三次を含めた空床状況がわかるようなシス

テムをブロックごとにつくっていくのが次のステップとしていいのではないかという提言なん

です。 

○楠田委員 わかりました。 

 それから、多分これは東京都の周産期のいわゆるグループ化というか、そういう考え方も一

方でありますので、やはりある程度地域でという、地域の連携というのは重要だと思いますの

で、そういうのも必要だと思います。 

 どうぞ。 

○杉本部会長 今中林先生がご提案されたことは非常に今後の搬送ということでは重要なポイ

ントになるかと思うんです。その流れの中で、今までは一次、二次、三次というのはもう高次

のほうへ送る流ればかりできているんですけれども、実際今後うまくいくようにするためには、

三次で一応受けたけれども、その後二次のほうで軽くなった、周産期の場合は週数が進んで、
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ある程度ＮＩＣＵの軽症というレベルになったときに、戻り搬送、あるいはブロック内の二次

で受けていただけるような搬送の流れがつくることができれば、もう少しブロック内完結で、

かつ流れのいいものができてくるだろうというふうに思うので、そうした中林先生が言われた

ような、特に二次の情報が充実してくれば、こうしたことが今後可能になると思うので、搬送

システムそのものが非常に円滑にいくことが期待できると思うので、ぜひよろしくお願いした

いと思います。 

 これは直接コーディネーターに関連することではないかもしれませんけれども、全体のシス

テムとして、ぜひ考えていただきたいと思うんです。 

○楠田委員 わかりました。 

 戻り搬送、これは多分スーパーでいろいろな形でとられた症例に関しても、やはり限りある

資源を使うという意味では戻り搬送が今後重要になってくると思いますので、スーパーのほう

でも検討されておられますし、岡井先生の厚労省の懇談会のほうでも検討されておられますの

で、重要な問題だと思います。やはり資源が限られている以上は、やはり有効に使うというの

が重要だと思います。 

 どうぞ。 

○松田教授 女子医大の具体的な数字をちょっと発表させてもらいますと、平成19年度は母体

搬送の収容率がたしか27％で、実数としては120だったんです。昨年の数を見てみても、やは

り依頼が300幾つで、収容が130ですから、これも大体変わらないと。それを私たちの担当地区

である新宿、中野、杉並で限定して見てみますと、大体７割ぐらいの収容をしているんです。 

 今度、ＮＩＣＵを３床ふやしますから、そうなってくると、年間プラス60ぐらいの収容数が

ふえてきまして、そうすると、ブロック内完結とすると、大体80から85ぐらいはいくであろう

と。それでも、先ほどから中林先生、それから杉本先生が言われますように、100％にはどう

してもならないので、そこにはどうしても、一次施設、二次施設との連携がより一層に強くな

ってくるであろうということは十分予想されると思います。 

○楠田委員 東京都の母体搬送の実数というのは、およそ1,500名ぐらいなんですね。ところ

が、各施設の母体搬送の依頼数を足すと、4,500になるんですよね。だから、1,500名を4,500

名に拡大して情報が飛び交っているというのが現状で、それをやはりコーディネート作業で、

無駄というとちょっと語弊がありますけれども、そういう時間的な先生方の手間を少なくした

いという、そういうふうに考えております。 

 よろしいですか、ほか。ちょっと時間のほうも押しておりますので、もしこの内容で今後続
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けていくということにご理解いただけましたら、これを具体的にしたいと思いますので、よろ

しくお願いしたいと思います。 

 ありがとうございました。 

○岡井会長 あと、このコーディネーターに関しては、実際に働いていただく方を公募して、

採用して、いろいろ訓練したりとか、研修をやって、それで試行をしてみて、また問題点がで

きたら、こうだ、ああだと、相当時間がかかると思いますので、ある程度目標、いつまでにこ

ういうことというロードマップみたいなものを描いて、それで進めていかないと、実際には相

当先になっちゃう可能性があります。それを縮めるためには、いつまでにというような、何か

目標をつくったほうがいいかもしれないですよね。ここまでやって、ここで募集してみたいな、

訓練何カ月とか。 

○楠田委員 とりあえずロードマップに近いものはつくっております。一応訓練期間も入れた

ものを考えてはおります。 

 ただ、最終的にやっぱり、これは人という大きな壁があります。 

○岡井会長 ありがとうございました。 

 それでは、コーディネーター部会のほうはこれからも継続してその体制づくりと実施、コー

ディネーターに実際活躍してもらうところまで頑張ってやっていただきたいと思います。 

 では、その他の議題ですが、地域周産期母子医療センターの認定についてということで、事

務局からご説明いただけますか。 

○事務局 それでは、残りの議題については、非常に手短にご説明したいと思います。 

 地域周産期母子医療センターの認定ということで、資料７、町田市民の認定なんですが、前

回の協議会でご了承いただきましたとおり、こちら急いで認定したいので、協議会を開かない

場合は個別にご協議させていただきますということをお願いしまして、そのように個別に意見

照会をさせていただきました。その結果、町田市民病院、皆さん認定をすることに適当という

ふうにご返事をいただきましたので、２月１日から周産期母子医療センターとして新たに加え

て、ＮＩＣＵ６床で運営してございます。 

 ２ページ目、３ページ目につきましては、町田市民病院を新たに加えた23施設の周産期母子

医療センターという体制の表と図が記載してございますので、参考にごらんください。 

 それから、引き続きまして資料８、先ほど中林先生もおっしゃられたとおり、二次の機能に

ついて、今回位置づけていこうというようなことも取り組みとしてやっておりまして、資料８

がその内容になります。 
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 資料８は周産期連携病院の創設ということで、これまで周産期母子医療センターの指定・認

定について、ずっと取り組んでまいりましたけれども、今回ＮＩＣＵはなくても、ある程度の

リスクのある妊婦さんは受けられるとか、あるいは、先ほど杉本先生がおっしゃられたとおり、

照会だけではなくて、三次からの逆照会も受けていただけるような、そういった病院さんにつ

いて、手挙げ方式で指定をしていこうということで始めました。 

 今回、３月１日に非常に短期間に募集をしたにもかかわらず、６施設の施設が手を挙げてい

ただきまして、指定をしているところでございます。こちら東京都でも一次、二次、三次の連

携を進めまして、搬送に至る前にできるだけ早く連絡を取り合おうとか、そういったことをや

っていきたいというふうに考えておりますけれども、こういった二次の機能を位置づけること

によって、そういった連携が進むのではないかとか、あとは三次の搬送の集中を緩和できるの

ではないかということを考えておりますので、今後引き続き、６施設だけではなくて、拡大を

図っていきたいというふうに考えております。 

 それから、今回それに付随いたしまして、こちら医療法に基づく広告を、うちは周産期連携

病院ですということを広告するのに、医療法の規制がございますので、こちらについて、広告

してもいいような施設としての認定について、議案としてお諮りしたいと思いますので、詳し

く説明いたします。 

○飯田課長 今説明がございましたように、周産期連携病院の広告について、お諮りしたいと

思います。医療法では病院等については、広告できる事項が定められております。厚生労働省

の指針、いわゆる医療広告ガイドラインというものがありますけれども、地方自治体の単独事

業に関しましては、知事の公示により広告できるよう、知事の定める事項というのがありまし

て、広告できる事項の一つに、知事が定めるということです。 

 この知事の定める事項の決定は、学識経験者の団体、または都道府県医療審議会の意見を聞

く等により、関係者の合意形成に努めるということになっております。このため、本協議会の

合意形成が必要となります。 

 周産期連携病院の指定を受けた医療機関に対して広告を認めるということで、この事業の推

進というものが期待できますので、本協議会でご承知くだされば、広告を認める手続に移りた

いと思いますので、つきましては広告の承認をお諮りしたいので、どうぞよろしくお願いいた

します。 

○岡井会長 いかがでしょうか。 

 周産期連携病院の広告を認めるということでよろしいですか。反対する人はいないと思いま
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すが。 

 では、このことはこの協議会で、今承認させていただきました。 

○飯田課長 ありがとうございます。 

○岡井会長 ありがとうございました。 

 そうすると、議題の（４）までただいま来ましたが、そのほかにも少し報告事項等があると

聞いていますが、一つは杏林大学からお話がたしかあったというふうに。 

○岩下教授 きょうの議題の２の搬送コーディネーターに類するものなんですが、杏林大学で

は助産師のコーディネーターシステムというものを立ち上げまして、一応直通電話を置いて24

時間、助産師さんがコーディネーター役をやるというのを、３月は仮期間で今スタートして、

母体搬送の依頼があったときに、医師がついて搬送先を探して練習をしているというところで

ございます。 

 ４月から本格稼働にしたいということで、そのときにはまた電話番号を含めてご案内したい

と思いますが、まずは業務ですけれども、多摩地区内で発生した事例で母体搬送の依頼があっ

たときに、地域の周産期の、先ほどお話が出ました、連携病院も含めて搬送先を探して、ない

ときは東京都の情報システムを活用して、ほかの東京都の周産期センターのほうにもお電話を

差し上げるということでスタートしたいと思っております。 

 ただ、このことは周知しておりませんので、まだ３月の段階なので、助産師さんがこの前お

電話すると、「何で助産師さんが電話するんだ、医者は何で出ないのか」というようなことが

ありますので、そのうち周知しながら、コーディネーターですということでご案内して、また

お願いすると思いますので、よろしくお願いいたします。 

○岡井会長 ご質問とかありますか。 

 そうすると、その件は総合と地域周産期センターだけでいいですから、何か一筆ご案内とか、

ご通知とかいうのを書いて送ったもらったほうが…… 

○岩下教授 多摩地区には我々で出すんですけれども、東京都のほうでは周知を……またやっ

ていただけますか、４月以降に。 

○事務局 まだ試行段階ということなんですが、多摩当番は特に関係してくると思いますので、

準備が整った段階で対応させていただきたいと存じます。 

○岩下教授 よろしくお願いします。 

○岡井会長 じゃあそれはお願いいたします。 

 ほかにもう一つ、帝京大学からのほうで何か。 
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○綾部教授 帝京大学の綾部でございます。 

 帝京大学はすぐ隣に新しい病院が建ちまして、４月30日に患者さんの移転、５月１日開院の

予定なんですけれども、その間でも東京都総合周産期センターとして、皆さんのために働きた

い志はやまやまなんですけれども、がたがたしているときにかえってご迷惑をおかけしてしま

うといけませんし、手術室、麻酔科、救命救急等、すべて重症患者さんの搬送にかかり切りに

なりますので、まことに申しわけないんですが、４月27日から10日間、若干制限せざるを得な

い状況でございます。やむを得ないとき、ご連絡いただいて、どうしてもということであれば、

体制としてはあるんですけれども、できればほかに送っていただければ助かるということでご

ざいます。 

 よろしくお願いいたします。 

○岡井会長 わかりました。10日間ですね。 

 そういうことでよろしくお願いいたします。 

 ほかにきょうの協議会で何かご意見とかありますか。よろしゅうございますか。 

 それでは、事務局のほうから連絡事項があるということですので、お願いいたします。 

○飯田課長 岡井会長、どうもありがとうございました。 

 今年度の協議会の締めくくりに当たりまして、福祉保健局次長杉村からごあいさつを申し上

げます。 

○杉村次長 本日はどうもありがとうございました。 

 実は本日は東京都の21年度予算を審議する都議会の予算特別委員会というのが開催をされて

おりまして、その関係で出席がおくれまして、大変失礼をいたしました。 

 それから、福祉保健局長が今もその予算特別委員会で答弁に立っている関係がございまして、

本日は私から一言御礼のごあいさつをさせていただきたいと思います。 

 昨年の母体搬送事案がございましてから、きょうの協議会が４回目でございまして、この間、

この協議会に加えまして、きょうの議論の中心でございました、母体救命搬送システムの部会、

それから、搬送コーディネーターの部会、これを合わせますと、大変な数の会議があったわけ

でございますけれども、そういう中で、岡井会長を初め委員の皆様方、本当にご自分のスケジ

ュールを犠牲にしてまで、この会議にご出席いただいて、それから、大変密度の濃い議論をし

ていただいたというふうに思っております。本当にこの期間、ありがとうございました。改め

て御礼を申し上げたいと思います。 

 きょうの協議会で、スーパー総合周産期システムということがご了解をいただきました。こ
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れについては、東京都の周産期医療システムを改善していく上で、計りし得ないといいますか、

そういう大きな影響を持つものであると思っておりまして、これについては早速知事に報告を

した上で、東京都としても必要な手続、準備を進めていきたいというふうに思っております。 

 それから、もう一つの搬送コーディネーターの件につきましても、先ほど部会長からもご報

告をいただきましたけれども、これも大変大きな課題でございまして、これにつきましては、

会長からも人の確保ですとか、あるいは教育訓練とか、いろいろな課題があるわけでございま

すが、今後ともぜひ議論を進めていただきまして、東京都としてもそうした人材の確保等に向

けて、準備を進めていきたいというふうに考えております。 

 いずれにいたしましても、周産期システムの充実につきましては行政の対応というのも非常

に大きなものがあるわけでございますが、この協議会の委員の先生方、あるいは、個々の病院

でシステムに従事していただいている先生方のお力がなければ、これは何も進まないわけでご

ざいまして、そういった意味で、本当に今後ともぜひ周産期の医療の向上のために、先生方の

お力をお借りできればというふうに思っております。 

 どうか今後ともよろしくお願いを申し上げます。この間本当に大変ありがとうございました。 

○岡井会長 どうもありがとうございました。 

 ほかに連絡事項等ございますか。 

 お願いします。 

○飯田課長 本協議会の委員につきましての任期ですが、この３月末までとなっております。

本日が現委員での最後の協議会となります。本当に今まで熱心にご議論いただきまして、あり

がとうございました。多分この先生方、今後ともお願いに上がる先生が多々あると思いますの

で、今後ともどうぞよろしくお願いいたします。 

 本日は長い間、遅い時間まで本当にありがとうございました。 

○岡井会長 ありがとうございました。 

 それでは、この会終わりますが、スーパー母体搬送システム、ぜひ実効を上げて、都民の皆

さんに安心していただけるように、皆さんもこれからよろしくご協力をお願いいたします。 

 ありがとうございました。 

午後８時２６分 閉会 


